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１．はじめに
　消費税が導入されて 20 年が経過し、それとと
もに地方消費税制度も当初の譲与税としての扱い
から独自の地方税としての扱いに変わってきた。
ところが地方消費税の税率の設定をはじめとし
て、税の徴収や各地方への税の配分については課
税自主権が意味するところとはかなり乖離してい
る。本稿では地方消費税制度の抱える問題を消費
税制度自身の問題と地方消費税制度の問題とに分
け、それぞれの課題を指摘するとともに、今後の
地方消費税制度の行方を地方分権という視点から
展望することを目的としている。
２．日本の消費税制度の特徴
　消費税は導入後 20 年経過しているが、20 年前
は 3％の単一税率で導入された。自動車関係に 6％
の税率が一時適用されていたが、基本的に単一の
税率で、当時の理解ではいわゆる帳簿方式の付加
価値税だとされていた。帳簿方式で複数税率とい
うのは普通はできないと理解されているが、帳簿
方式であるにもかかわらず複数税率で運用されて
いたという世界的に非常にまれなシステムであっ
た。これが一番目の特徴として挙げられる点であ
る。
　二番目の特徴は税の算定の仕方が税額控除の仕
方でやっているのに、インボイスを使っていない
ということである。通常、付加価値税の場合は
EU で見られるようにインボイスというものを使
うが、日本の場合はインボイスを使わないで税額
控除をやっているというこれもまた非常に珍しい
システムとなっている。
　三番目の特徴は免税事業者の取り扱いにある。
インボイスを使っている場合には免税事業者とい
うのはインボイスを発行できないので、免税事業
者から財・サービスを買った事業者というのはそ
の免税事業者から買った財・サービスに含まれて
いる消費税、付加価値税を控除できないので、ま
るまる仕入れについてまたもう 1 回税を払うとい
う、いわゆる課税の累積現象というのが起こる。
日本の消費税の場合は課税仕入れという独特の概
念があって、免税事業者から買った場合でも、そ
こに消費税がかかっているとみなされて、該当す
る仕入れ額に関する税額を控除できる。免税事業
者が存在しても非常に特殊な取り扱いをしている
ことによって、課税の累積現象が結果的に起こら
ないようになっている。ただし、それに伴って、
いわゆる益税という問題が生じてくる。
　四番目の特徴として独自の地方消費税制度を挙
げることができる。最初は消費譲与税という形が
あって、消費税収が地方に回っていたが、途中か
ら地方消費税という形に替わった。税率が消費税
額の 25％ということで、独特な清算方法で地方
に税収を配分している。形の上では地方税になっ
ているが、運用の面では地方税と呼ぶには遠い状
態にある。
３．地方消費税制度の抱える課題
　消費税自体が入って 20 年経ち、税率の引き上
げがタイミングの問題は別にして課題となってい
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る。税率の引き上げ時にどのような問題が生じる
かということだが、地方消費税自体が消費税制度
の中にくるまれて運用されているわけなので、消
費税自体の問題というのもあるし、地方消費税固
有の問題点もある。以下ではその二つの側面から
地方消費税制度に今後生じてくる課題・問題につ
いて考える。
　消費税自体の問題は、益税とか、簡易課税の問
題とか、いろいろあるが、複数税率が将来出てく
るだろうということで、それに伴って顕在化する
いわゆる逆進性の問題がある。所得が高いほどい
わゆる消費性向が低くなるから、対所得で見ると
消費税の負担というのは逆進的であるということ
になる。逆進性にどう対処するかについては、通
常の理解では複数税率を導入し、複数税率で消費
税を運用するにはインボイスというのは不可欠だ
ということになっている。その理解は果たして
あっているのであろうか。
　地方消費税制度固有の課題としては、後に述べ
る結構煩雑な清算システムがまず挙げられる。ま
た現在その清算ということに伴ってある意味国税
の消費税の付加税みたいな形で地方消費税制度を
運用しているが、地方分権という流れの中で地方
消費税自体を課税自主権の面から考えるとどうな
るかという課題がある。つまり、国税の消費税と
別個に独自に地方消費税というものを課税するこ
とはできないかどうかという問題で、答えは課税
できるということだが、実際に実行するに際して
はそれなりのコストがかかる。以下では、これら
の問題を順番に検討することにする。
４．逆進性の緩和策
4-1　消費税制度の中での緩和策
　逆進性への対処にはいろいろとやり方がある
が、一番簡単なのが、消費税制度の中で緩和する
という方法である。あるいは消費税ではなくて、
消費税の外で、財政制度全体で緩和するという方
法である。
　ヨーロッパで付加価値税が入ったのが今から
40 年ぐらい前になるが、そのころからいわゆる
学界の共通の認識としては、逆進性の緩和策とい
うのは付加価値税の制度の中ではやるべきではな
く、また税率もできるだけ一つがいいというのが
基本的な理解であった 1）。実際には単一税率で運
用している国というのは非常に少なく、ほとんど
の国で複数税率を設けている。
　複数税率を採用する場合、具体的にはいわゆる
基本税率と軽減税率あるいはそれに加えて割増税
率という扱いになると思われる。日本に複数税率
を導入する場合、基本税率というのは今の地方消
費税込みで 5％のものが多分幾らか上がる形にな
り、食料品とか、あるいは生活必需品とみなされ
るものについて非課税とか、軽減税率とか、ある
いは軽減税率の極端な形としてゼロ税率を適用す
る形になると思われる。
　ところが食料品に軽減税率を適用するときには
実は厄介な問題がいろいろある。一つは食料品と
いうのは何かという問題で、食料品の定義は単純
なようで非常に難しい。人間の食べる物だけでは
なくて、家畜に与える飼料はある意味生産財的に
なるが、そういうものにも軽減税率を適用するか
どうかということが問題になる。
　食料品に低い税率を適用するということについ
てもう一つの例を挙げると、ハンバーガーを店内
で食べるときと、持ち帰って食べる場合にどのよ
うな税率を適用するかというものがある。店で食
べる場合はサービスの提供を受けるので標準税率
の適用を受けるが、持ち帰りの場合は家で食べる
ので軽減税率ということで済むように思われる
が、峻別はできないので実際には持ち帰りの場合
も標準税率を適用している国がある。何が財・サー
ビスの譲渡で、何がサービスの消費かという線引
きが非常に厄介になる。
　さらに軽減税率の適用などによって逆進性を緩
和したとしても、緩和の程度というのは非常に限
られていることが数々の研究から明らかになって
いる 2）。また軽減税率を適用するとかなりの減収
が生じるので、一定の税収を確保しようとすれば、
標準税率をある程度また引き上げないといけなく
1）Aaron（1981）。
2）例えば上村（2006）を参照のこと。
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なり、逆進性の緩和に逆効果となる。
4-2　財政制度全体での緩和策
　消費税制度以外の方法で逆進性を緩和する方法
の一つが、財政制度全体を使って行うものである。
過去、消費税導入時と消費税の税率が上がったと
きには前後して所得税率が引き下げられたり、所
得税の所得控除が引き上げられたりした。逆進性
対策として所得税による調整というのがまっさき
に考えられるが、所得税を払っていないような所
得の低い世帯には恩恵が及ばない。また給付付き
税額控除も個人単位の課税から世帯単位の課税へ
の転換や導入の前提となる所得捕捉率のアップに
ついては課題があまりにも多い。
　もう一つは社会保障給付による調整が考えられ
る。この方法も対象になっていない世帯について
はその恩恵を被ることはできないし、所得税率の
引き下げが歳入減をもたらすのと同様に歳出増の
要因になるので、税率引き上げのそもそもの動機
の歳入増を減殺してしまうことになる。結局、複
数税率の採用という方向に行ってしまうことが十
分考えられる。
５．複数税率に伴うインボイスの採用
　消費税に複数税率を採用するとき、インボイス
の導入は不可避であるというのが通説である。と
ころが現在日本で行っている請求書等保存方式と
いうのは、ある意味簡易インボイス方式になって
おり 3）、通常用いられているインボイスに非常に
似ている。現行方式を用いて複数税率に対応する
のは可能である。複数の税率が出てくると、品目
ごとに税率が違えば、違う税率の品目を一枚の請
求書等にまとめて記入することもできれば、税率
が違うもの、例えば食料品について違う請求書等
を別個に作成するということもできる。
　ただ、通常のインボイスと異なるのは、インボ
イスを用いている国ではインボイスの発行をもっ
て課税事業者であると認めており、発行できない
事業者は課税事業者ではないということになり、
発行できない業者から購入した課税事業者は付加
価値税を控除できないことになっている。日本の
消費税では前述したように課税仕入れという独特
の概念によって免税事業者からの仕入れについて
も税額控除を認めているが、複数税率導入時にイ
ンボイスの導入もしくは現行方式の拡充を行っ
て、課税事業者と免税事業者を峻別するかどうか
が議論となろう。現行方式では益税という問題は
あるが、複数税率の導入時にも現行方式を保った
方が混乱は多分少ないだろうと思われる。
　仮にインボイスを導入するとしても、インボイ
スの書式をどうするかという問題が残る。取引ご
とのインボイスのマッチングは過去の諸国の例を
見てもコストに見合わないことは明らかであるの
でおそらく行われることはないだろう。その代わ
りに EU で採用が進んでいる電子インボイスの導
入を検討する必要が出てくるであろう。
　ただ EU では電子インボイスの共通の様式がな
いので、紙媒体のインボイスをファイルにして電
子メールに添付するだけでいいという国もあれ
ば、いわゆる EDI を使って、取引をしたらその
たびごとに即座に税額が計算されるようにしてい
る国もあるので、導入に際してはどのような要件
を備えた電子インボイスの仕組みがいいかについ
て十分な議論が必要であろう。
６．地方消費税と複数税率
　国税消費税が複数税率になった場合、地方消費
税の税率がどうなるかについては十分議論されて
いない。現行消費税制度をもし維持すると、国税
の消費税率が動いたとしても、地方消費税の課税
標準が消費税額になっているので、地方消費税額
は消費税額の 25％となる。地方消費税を後述す
るように地方が独自に課税し、税率も各地方で複
数設定するような段階になると、現行制度のよう
に消費税額の一定割合として地方消費税額を算定
できないことは明らかで、地方消費税額の算定は
課税売り上げに対応する税額から課税仕入れに対
応する税額を差し引くことによって求めないとい
3）玉岡（2007）を参照のこと。
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けなくなる。ただし 8 で述べるように移出入に含
まれる税額の取り扱いをどうするか、それに伴い
清算をどうするかという厄介な問題が生じること
になる。
７．地方消費税と偏在性
　地方消費税は一人当たり税収で見る限り、法人
税とか住民税に比べると地方間の偏在度は少ない
ことが分かっている。一般的にも偏在性がない税
というのは非常に地方税に適していると考えられ
ている。偏在性が少ない税はそれが多い税よりも
地方にとって望ましいと思われているが、偏在性
自体を完全になくすことは不可能で、経済力に差
がある限りやはり残ってしまう。偏在性の少ない
消費税についてもそうで、都道府県で見ると例え
ば東京都と沖縄では倍近い一人当たり税収の格差
がある。また市区町村レベルでもかなりの格差が
ある。その原因としてベースとなる消費税額が違
うというのがあるが、都道府県が市町村に地方消
費税交付金を配分するときに人口と従業員半々で
分けていて、いわゆる昼間人口を反映したような
配分基準になっているので、似たような人口の都
市であったとしても、交付金の収入というのはか
なり違ってくることになる。隣接している自治体
間でもやはり違っており、偏在性が残ったままで
ある。将来、地方消費税の取り分も増えることが
予想されるが、偏在性は残ったままなので残った
偏在性にどう対処するかが問題となる。残ってし
まう偏在性をどうするかというのはまだあまり議
論されていないと思うので、道州制や地方交付税
の動向と絡めて議論する必要があるだろうと思わ
れる。
８．地方消費税の清算
　現在、地方消費税というのは国税の方で一度徴
収し、その後一定の算式に従って地方の方に配分
している。配分の過程・結果を清算と呼んでいる。
ある意味厄介な作業だが、なぜそんなことを行う
のかというと、地方で消費した額に合うように地
方消費税を割り振る必要があるからである。もし
この作業を行わないとすると、地方消費税を徴収
するのは現地、例えば東京で物を販売したら東京
で徴収しており、大阪の消費者が東京の業者から
通信販売やネットの販売で物を購入すると、販売
した事業者は東京にいるので、そこでたくさん地
方消費税を払い込むことになって、税収がすべて
東京に行ってしまうことになり、上述した偏在性
がかなり高まることになる。財政学の用語でいわ
ゆる原産地原則で徴収されるからである。
　そこで、地方で消費した額に合うように地方消
費税を割り振るために、これも財政学の用語でい
わゆる仕向地原則が実現したときと同じような税
収配分にするように地方消費税制度は設計されて
いる。仕向地原則の厳密な適用には国境税調整な
らぬ県境税調整が必要になるが、実際にはその実
施は難しいので、最終消費地が税の帰属地になる
ように清算という仕組みを設けることになった。
県境をもし国境だと考えれば、現在の消費税はい
わゆる原産地原則で徴収されているということに
なり、最終消費地に地方消費税が配分されるよう
にするためには清算という仕組みがどうしても必
要になったのである。
　実際にどうやって清算を行っているかだが、例
えば大阪府は大阪府以外の 46 都道府県相手に地
方消費税を払い、逆に大阪府以外の 46 都道府県
は大阪府に対して地方消費税を払っている。それ
ぞれの都道府県が他の都道府県に地方消費税を支
払う際の比率が小売りの年間販売額やサービス業
の対個人の事業収入が 6 / 8 、人口が 1 / 8 、従業
者数が 1 / 8 となっており、平成 18 年の数字では
この比率が大阪府は 7.35％、東京都は 13.49％に
なっている。大阪府は国から入ってきた地方消費
税の 13.49％を東京都に払い、逆に東京都は地方
消費税の 7.35％を大阪府に払うという作業を三ヶ
月ごとに行っている。一見すると非常に煩雑な作
業を行っているように思われる。
　今後、複数税率を採用したり、あるいは地方消
費税というものを独自に課税したりしていくとき
に現行の清算の仕組みはどうなるかということが
課題となる。
　地方消費税収を地方間に配分する仕組みの候補
として考えられるのが 3 つある。列挙すると
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①現行方式
②繰延支払い方式
③税額控除清算方式
となる。①は今現在やっている方式をそのまま使
うというものである。複数税率が導入されたとき
に全体として徴収される消費税額の一部を清算の
対象とするものである。②は主に EU を中心に行
われている方法で、③はカナダなどで行われてい
る方法である。①、③が清算を伴う方式であり、
②が清算を必要としない方式であるが、以下この
3 つを順に検討する。
①現行方式
　現行方式というのは上述したようにマクロの清
算基準に基づいて各都道府県に地方消費税を配分
する。いったん都道府県に割り振られた消費税を
市町村に半分渡す際に半分が人口で、半分が従業
者数という基準で行う。この方式を消費税の税率
が上がった場合も同じようにするということにな
る。
②繰延支払い方式
　2 番目は繰延支払い方式という EU で用いられ
ている方式である。EU では国境になっているの
を県境を超える取引にどう適用するかだが、ある
県から別の県に財・サービスを販売するときに、
輸出免税と同じで、移出の際にゼロ税率をかけ
る。他の県の事業者は自分の次の販売、取引で自
分の売り上げに対応する地方消費税額を計算し他
県から購入した財・サービスに含まれているとみ
なされる税額を控除して地方消費税を払うことに
なる。具体例を出すと、売り上げが 1 万円で、仕
入れが 5,000 円、税率が 10％とすると、この 5,000
円の仕入れに 10％で 500 円の仕入れ税額、 1 万円
の売り上げに 10％で 1,000 円の売り上げ税額にな
る。仕入れについての税額 500 円を納めて、売り
上げ税額マイナス仕入れ税額 1,000 円 -500 円の
500 円を納める。結局、売り上げの 1 万円に 10％
の 1,000 円を納めるという形で、最終的に本来こ
の県に入るべき税収が全部入ってくるという形を
取ることになる。移出の際にゼロ税率を用いるこ
とで、清算を伴わないで消費される県に地方消費
税収が全部入ることになるのである。
　ただしこの制度を運用している EU で問題に
なっているのはこの制度を悪用して脱税がかなり
行われているということである。イギリスなどで
は、全税収の 1 割強が脱税されていることが調査
で分かっている。脱税の中で一番多いのが、いわ
ゆるカルーセル型脱税という方法によるものであ
る。
　今現在、EU では脱税に対処するために検討し
ている方法が主に 2 つある。1 つ目は VIVAT4）に
近い方式をやろうとしている。これは輸出の際に
ゼロ税率をかけるのではなく、共通の税率、例
えば 15％という税率で課税事業者間は取引する、
つまり、原産地原則で課税することを目指してい
る。その後貿易を行う当事者国間で清算を行うと
いうことになる。2 つ目は General Reverse Charge 
Mechanism や Targeted Reverse Charge Mechanism
といって、繰延支払い方式を国境を越える取引だ
けではなく、国内での取引についても免税点を超
えるものであればすべて、あるいは特定の取引で
免税点を超えるものであればすべて適用するとい
うものである。すでに一部の国で実施されており、
税の取り逃げをうまく防ぐ方法だが、どのように
円滑に運用していくかについて現在議論が続いて
いるところである 5）。
③税額控除清算方式
　3 番目の方式が税額控除清算方式で、X 県であ
る税率、例えば 5％で地方消費税をかけてこの県
で税を納める。Ｘ県から税率が 10％の隣のＹ県
が財を購入する例を考えると、1 万円の物を X 県
から Y 県に販売すると、1 万かける 5％で 500 円
の税をＸ県の業者はＸ県に支払い、Ｙ県にいる事
業者は 500 円の税を自分の売り上げにかかる税
から差し引いて Y 県の方に納める。X 県にいる
4）Keen and Smith（2000）。
5）RTvat（Real-Time Vat Solution）という IT 技術を使ったインボイスに基づかず，即座に付加価値税の納付・還付ができるようなシス
テムの研究が進んでいる。カルーセル型脱税を効果的に防ぐことができるとされている。
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税務当局はクリアリングハウスを通じて 500 円
の税がＹ県に属するようにするという方式であ
る。Shoup（1969）の用語で仕向地原則に転換す
る原産地原則ということになる。ただしこの方式
ではＸ県で支払うべき税額とＹ県でもらうべき税
額が実際には一致しないという問題が起こる。理
屈上は移出＝移入なので税額についても同じ額に
なるはずであるが、取引を一対一で税額の清算を
するという非常にコストのかかる方法を採用する
のでない限り、マクロのデータに基づいて清算を
する他ないことになるが、マクロのデータを持っ
てきても片方の県での税の徴収ともう一方の県へ
の税の支払いのタイミングの差の他、データ自体
の精密度に差があることから、支払うべき税額と
もらうべき税額が一致しないことが起こってしま
う。この問題は税率が違う場合には特に深刻にな
るが、税額控除清算方式に固有の根本的な欠陥で
あり、避けるのは容易ではない。この問題を避け
るために EU でこれまで数々の努力が払われてき
て、試行錯誤が続いているが確定的なシステムに
到達できていないのが現状である。
９．地方消費税の独自課税化
　地方消費税は今現在、消費税に完全に乗っかる
形で運用されている。税率の決定を含め、独自課
税ということにできないだろうか。カナダ等では
実際に国税の消費税とは別個に地方消費税の税率
を変えてやっている州があるので、実際にできな
いことはないし、理論的にも可能だということが
ほぼ定説となっている 6）。ところが地方消費税の
独自課税というときに何についての独自性かにつ
いては必ずしも明確ではない。
　独自課税とは何かということで、地方消費税の
課税ベースを国税消費税とは別個にするのかどう
かということがまず考えられる。できないことは
ないと思われるが、納税協力費用がかなり高くな
ることが考えられるのでおそらく行われることは
ないだろう。2 番目に考えられることとして、税
率を独自決定することがある。理論的にも可能だ
し、実施している国もあるので実現することは可
能である。ただし納税協力費用がかなりかかるこ
とになり、また国税消費税と税の徴収を同時にす
るか別個にするかで制度の設計が異なり、税務行
政費用が高くなる懸念がある。3 番目に考えられ
るのが地方消費税を独自に徴収することである。
国の関与なしに地方で独自に徴収することである
が、各地方が別個に徴収するか、地方間の協力で
やるか、あるいは地方を代表するような機関や清
算機関がやるかといういろいろな形態が考えられ
るが、国が関与しないような徴収形態が可能かど
うかということである。4 番目は 3 番目と関連し
て、清算ということをなくせるかどうかという問
題である。清算をなくす方法もあるし、なくさな
い方法も考えられる。
　玉岡（2009）でわかったのは、仕向地原則を適
用して、清算もなく、税率も自分で決定する、国
が関与しないで独自に徴収するというような、あ
りとあらゆる独自課税の候補を全部満たすような
地方消費税制度の候補というのは実は存在しない
ということである。逆に言えば、独自課税の要件
として考えられるもののうち、いずれかの要件を
外せば実施は可能だということで、どの要件に優
先順位を与えるかということになる。税率の決定
権を地方に与えるのが最優先課題だとすれば、そ
のような地方消費税の制度設計を十分考えること
ができる。
10．おわりに
　本稿では現在の地方消費税制度が抱える問題点
を主に消費税制度固有の問題と清算をはじめとし
た日本の地方消費税制度固有の問題の両側面から
明らかにした。また今後これらの問題点を解消す
るために行われることが予想される複数税率の採
用を含めた消費税制度の拡充と独自課税を含めた
地方消費税制度の拡充についても展望した。
　今後、地方消費税の制度設計を展望するとき、
以下の点の考慮が必要であると考える。
6）例えば持田（2007）を参照のこと。
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1）地方への税率決定権の付与
2）消費に対する課税という性格を徹底するため
の仕向地原則の実現
3）清算制度の解消
4）税の徴収を含めた独自課税の実現
5）市町村への地方消費税交付金配分についての
基準の再検討
6）道州制をはじめとした広域自治体下における
地方消費税の位置づけ
本稿はこれらのうち数点についてのみ検討したも
のである。残された論点についての検討は今後の
研究課題としたい。
参考文献
Aaron, H. J. ed. (1981), The Value-Added Tax : Lessons from 
Europe, The Brookings Institution, Washington, D.C.
Keen, M. and S. Smith (2000), Viva VIVAT!, International 
Tax and Public Finance, Vol.6, No.2, pp.741-751. 
持田信樹（2007）、地方消費税の理論と課題、経済学論集、
第 73 巻第 2 号、東京大学経済学会、pp.32-50.
Shoup, Carl S. (1969), Public Finance, Aldine Publishing 
Company, Chicago.
玉岡雅之（2007）、仕入高控除法の付加価値税におけ
る複数税率の取り扱いについて－消費税における複
数税率に関連して、国民経済雑誌、第 195 巻第 6 号、
pp.69-81.
玉岡雅之（2009）、地方消費税の今後について、租税研究、
2009 年 9 月号、pp.80-110.
上村敏之（2006）、家計の間接税負担と消費税の今後
－物品税時代から消費税時代の実効税率の推移－、
会計検査研究、第 33 号、pp.11-29.
